
9　 水道事業会計予算
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このページは空白です。



（総　　則）

第１条 令和５年度筑後市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。

１７，０３９ 戸

４，４６４，０００ ㎥

１２，２３０㎥

配水設備改良工事 １０６，３４１千円

老朽管更新事業 １８８，０００千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

９５４，３８５千円

第１項 ８５９，３１７千円

第２項 ９４，５６７千円

第３項 ５０１千円

第１款 水 道 事 業 収 益

令和５年度筑後市水道事業会計予算

（１） 給 水 戸 数

（２） 年 間 総 給 水 量

（３） 一 日 平 均 給 水 量

（４） 主な建設改良事業

収                     入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益
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９２８，５２１千円

第１項 ８９５，４８２千円

第２項 ２９，１３９千円

第３項 ９００千円

第４項 ３，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　３３４，０８０千円は、

　過年度分損益勘定留保資金等で補てんし措置するものとする。）

２５０，６７０千円

第１項 ６２，６７０千円

第３項 ４３，５００千円

第４項 １４４，５００千円

５８４，７５０千円

第１項 ３４４，４３３千円

第２項 ２００，０００千円

第３項 ３５，８４２千円

第４項 １，４７５千円

第５項 ３，０００千円

第３款 資 本 的 収 入

支　　                 出

第２款 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

収                     入

負 担 金

国 庫 補 助 金

企 業 債

支　　                 出

第４款 資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

国庫補助金返還金

予 備 費

投 資



（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

営業費用と営業外費用と特別損失の間

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

９１，９３６千円

１００千円

（たな卸資産の購入限度額）

第９条 たな卸資産の購入限度額は、１２，７７９千円と定める。

起債の目的 限度額 起債の方法 償還の方法

老朽管
更新事業

１４４，５００千円

証書借入又は
証券発行

政府資金
銀行
その他

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行・その他の場合には、その債権
者と協定するものによる。
ただし、財政の都合により据置期間及び
償還期限を短縮し、又は繰上償還もしく
は低利に借換えすることができる。

（１）

（１） 職 員 給 与 費

（２） 交 際 費

利率

４．０％以内

(ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率
の見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）
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（単位：千円）

1

1

1

2

3

2

1

3

水 道 事 業 収 益 954,385 

営 業 収 益 859,317 

4 雑収益 3,694

2 貸付金利息 1

長 期 前 受 金 戻 入 89,162 1 国（県）補助金 24,390

営 業 外 収 益

令和５年度　筑後市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                   入

款 項 目 予 定 額 備 考

その他の営業収益 5,147 1 手数料 1,453

給 水 収 益 839,670 1 水道料金 839,670

受 託 工 事 収 益 14,500 1 受託工事収益 14,500

94,567 

受 取 利 息 2,811 1 預金利息 710

3 有価証券利息 2,100

6 他会計補助金 6,552

7 受贈財産評価額寄付金 13,066

2 工事負担金 32,784

5 他会計出資金 12,370



（単位：千円）

4

5

6

3

1

2

款 項 目 予 定 額 備 考

3 法定福利費引当金戻入益 1

4 その他引当金戻入益 1

引 当 金 戻 入 益 4 1 退職給付引当金戻入益 1

2 賞与引当金戻入益 1

特 別 利 益 501 

過年度損益修正益 500 1 過年度損益修正益 500

雑 収 益 2,589 1 その他雑収益 2,589

消 費 税 還 付 金 1 1 消費税還付金 1

そ の 他 特 別 利 益 1 1 その他特別利益 1
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（単位：千円）

2

1

1

支                   出

款 項 目 予 定 額 備 考

水 道 事 業 費 用 928,521 

営 業 費 用 895,482 

原 水 及 び 浄 水 費 363,208 1 給料 8,904

2 手当等 5,616

期末手当 1,381

勤勉手当 1,151

扶養手当 558

時間外勤務手当 2,493

3 賞与引当金繰入額 1,259

5 法定福利費 3,183

通勤手当 33

10 備消品費 803

11 燃料費 97

6 法定福利費引当金繰入額 261

8 旅費 16

15 委託料 58,595

16 手数料 6

12 光熱水費 20

14 通信運搬費 676

22 動力費 50,055

23 薬品費 4,495

17 賃借料 43

18 修繕費 26,301



（単位：千円）

2

27 受水費 202,858

款 項 目 予 定 額 備 考

配 水 及 び 給 水 費 160,199 1 給料 11,429

32 研修費 20

時間外勤務手当 2,857

期末手当 1,759

2 手当等 7,815

扶養手当 960

通勤手当 144

3 賞与引当金繰入額 1,592

勤勉手当 1,465

住居手当 630

6 法定福利費引当金繰入額 321

8 旅費 110

5 法定福利費 3,697

13 印刷製本費 22

14 通信運搬費 161

10 備消品費 1,186

11 燃料費 485

15 委託料 40,521

16 手数料 141
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（単位：千円）

3

4

款 項 目 予 定 額 備 考

17 賃借料 2,703

22 動力費 33,700

23 薬品費 1,471

18 修繕費 30,530

21 路面復旧費 11,000

32 研修費 312

24 材料費 1,448

25 補償金 5

37 公課費 12

33 食糧費 11

34 補助金 11,000

36 保険料 527

受 託 工 事 費 14,500 25 工事請負費 14,500

総 係 費 73,876 1 給料 21,711

時間外勤務手当 5,174

管理職手当 622

2 手当等 15,347

扶養手当 858

管理職員特別勤務手当 30

住居手当 672

期末手当 3,297

勤勉手当 2,177

通勤手当 345

児童手当 2,172



（単位：千円）

5

款 項 目 予 定 額 備 考

6 法定福利費引当金繰入額 462

7 退職給付費 3,666

3 賞与引当金繰入額 2,390

5 法定福利費 6,455

10 備消品費 934

11 燃料費 9

8 旅費 106

9 被服費 108

14 通信運搬費 2,953

15 委託料 12,926

12 光熱水費 798

13 印刷製本費 1,562

18 修繕費 330

26 会費負担金 207

16 手数料 2,482

17 賃借料 21

33 食糧費 11

35 交際費 100

28 報酬 16

32 研修費 101

減 価 償 却 費 270,897 47 有形固定資産減価償却費 270,897

39 厚生費 181

45 貸倒引当金繰入額 1,000
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（単位：千円）

6

7

2

1

3

4

3

3

4

1

50 たな卸資産減耗費 1

そ の 他 営 業 費 用 1 53 雑支出 1

款 項 目 予 定 額 備 考

資 産 減 耗 費 12,801 49 固定資産除却費 12,800

営 業 外 費 用 29,139 

支 払 利 息 11,138 54 企業債利息 11,137

55 一時借入金利息 1

雑 支 出 1,001 59 不用品売却原価 1

60 雑支出 1,000

消 費 税 17,000 61 消費税 17,000

予 備 費 3,000 

特 別 損 失 900 

過年度損益修正損 900 65 過年度損益修正損 900

予 備 費 3,000 68 予備費 3,000



（単位：千円）

3

1

1

3

1

4

1

収                   入

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 250,670 

負 担 金 62,670 

負 担 金 62,670 1 加入金 30,470

2 工事負担金 32,200

国 庫 補 助 金 43,500 1 国庫補助金 43,500

企 業 債 144,500 

国 庫 補 助 金 43,500 

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

144,500 1 建設改良費等の財源に充てるための企業債 144,500
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（単位：千円）

4

1

1

2

4

2

1

3

1

4

1

5

1

支                   出

款 項 目 予 定 額 備 考

資 本 的 支 出 584,750 

建 設 改 良 費 344,433 

2 その他の機械器具 440

設 備 改 良 費 294,341 1 配水設備改良費 106,341

配 水 設 備 拡 張 費 46,400 1 配水設備拡張費 46,400

機 械 器 具 購 入 費 3,692 1 量水器 3,252

4 老朽管更新事業 188,000

投 資

投 資 有 価 証 券
購 入 費

200,000 1 投資有価証券購入費 200,000

企 業 債 償 還 金 35,842 

200,000 

国庫補助金返還金 1,475 

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

35,842 43 建設改良費等の財源に充てるための企業債 35,842

予 備 費 3,000 68 予備費 3,000

国庫補助金返還金 1,475 66 国庫補助金返還金 1,475

予 備 費 3,000 



（単位：千円）

　減価償却費

　固定資産除却費

　引当金の増減額

令和５年度　筑後市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 13,796

270,897

12,800

4,097

　支払利息

　未収金の増減額（△は増加）

　たな卸資産の増減額（△は増加）

　貸倒引当金の増減額

　長期前受金戻入額

　受取利息及び受取配当金

　その他流動負債の増減額（△は減少）

　小計

　利息及び配当金の受取額

　その他流動資産の増減額（△は増加）

　特定仮払消費税の調整額

　未払金の増減額（△は減少）

　利息の支払額 △ 11,138

　業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

305,589

　有形固定資産の取得による支出

　国庫補助金等による収入

　負担金による収入

△ 418,079

　有価証券の取得にによる支出

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 35,842

144,500

　国庫補助金の返還による支出 △ 1,475

　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金期首残高 1,981,811

　資金期末残高

　財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金の増加額（又は減少額） △ 3,832

1,977,979

108,658

0

△ 89,162

△ 2,811

11,138

8,346

△ 11,616

0

0

96,431

0

313,916

2,811

△ 313,123

39,546

56,973

△ 200,000
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　(1)　総　括  (単位：千円)

給　料 職員手当 計

(1)

9 38,812 34,725 73,537 13,594 87,131

10 35,753 33,257 69,010 13,089 82,099

(1)

△ 1 3,059 1,468 4,527 505 5,032

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当 管理職手当

本年度 2,376 1,302 386 10,524 30 622

前年度 2,006 1,940 478 10,010 40 852

比　較 370 △ 638 △ 92 514 △ 10 △ 230

区　分 期末手当 勤勉手当 退職給付費 計

本年度 8,652 7,167 3,666 34,725

前年度 7,614 6,425 3,892 33,257

比　較 1,038 742 △ 226 1,468

＊備考　期末・勤勉手当、退職給付費及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額、退職給付引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

＊備考　表中( )書の人数は、短時間勤務職員（外書き）

職員手当の内訳

本年度

前年度

比　較

給　　  与  　　費
法定福利費

給 与 費 明 細 書

　1　一　般　職　（会計年度任用職員以外の職員）

区　　分 職員数(人) 合　　計 備　　考



　　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額 説　　　　　　明

　　   　千円 　　    　　千円

普通昇給に伴う増加分 449 ・平均昇給率

給与改定に伴う増減分 36 ・平均改定率

・職員数の異動状況

　本年度 9 人 (　1 人)

(令和５年１月１日現在)

　前年度 10 人 (　0 人)

(令和４年１月１日現在)

　増　減 △ 1 人 (　1 人)

( )書の人数は短時間勤務職員（外書き）

・採用退職の状況

0 人

0 人

　　　　　千円 　　　　　　　千円

改正に伴う調整

・勤勉手当増加分

職員の新陳代謝及び

その他による増減分

増　減　事　由　別　内　訳 備　　　　　　　考

その他増減分 2,574
職員の新陳代謝及び
その他による増減分

0.10%

1.24%

〔現に在職する職員数〕

　採用（令和５年度見込）

　退職（令和４年度見込）

312

その他増減分 1,156

給　　料
3,059

職員手当

制度改正に伴う増減分

1,468
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行　政　職

334,222

377,200

42.7

318,190

357,420

41.1

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 １級

２級 ２級 20.0

３級 44.4 ３級 30.0

４級
（100.0）

44.4 ４級 30.0

５級 ５級 10.0

６級 ６級

７級 11.1 ７級 10.0

計 （100.0）
100.0

計
100.0

＊備考　表中( )書の人数は、短時間勤務職員（外書き）

　　　　端数処理の関係で構成比の合計が一致しないものがあります。

05年1月1日現在

職員数(人)

04年1月1日現在

職員数(人)

2

4 3
(1)
4 3

(1)
9 10

1

大学卒 185,200 185,200

1 1

行　　　政　　　職区　　分

　(３)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

　ウ　級別職員数

区　　分 行　　　政　　　職

　平均給料月額　(円)

　平均給与月額　(円)

　平　均　年　齢　(歳)

05年1月1日現在

　平　均　年　齢　(歳)

04年1月1日現在

　平均給料月額　(円)

　平均給与月額　(円)

　イ　初任給          (単位：円)

区　　　　　　　分 国の制度

158,900 154,600

行　政　職（一）
区　　　分 行　政　職

高校卒



（等級別基準職務表） エ　昇給

代表的な職種

行 政 職

職 員 数 （Ａ） （人） 9 9

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 9 9

2号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 9 9

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

職 員 数 （Ａ） （人） 10 10

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 10 10

2号給 （人） 1 1

3号給 （人） 1 1

4号給 （人） 8 8

5号給 （人） 0

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 100.0% 100.0%

合　　計

前
　
　
年
　
　
度

６級
課長、参事、主任教育指導主
事及びこれらに相当する職務
で規則で定めるもの

７級

担当係長、主任主査及びこれ
らに相当する職務で規則で定
めるもの

５級
課長補佐、参事補佐及び教育
指導主事の職務

区分
職務
の級

基準となる職務 区　　分

部長及びこれに相当する職
務で規則で定めるもの

号給数別内訳

号給数別内訳

行政職

１級 主事の職務

本
　
　
年
　
　
度

２級 主任主事の職務

３級 主査の職務

４級
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備　　　考

６月（月分）は、期末手当に関する特例措置
（△0.15月分）後の支給率。

（1.15）

2.2

2.0 2.15

（1.15）

2.2

国の指定基準に基づく支給率 (％) -

支給対象職員数 (人) -

24.586875　月 33.27075　月

　キ　地域手当

支　給　対　象　地　域

支  給  率 (％) -

＊ 備 考    支給率中の上段（　）内は再任用職員の支給率です。

4.4

前年度 有

有本年度
（2.30）

4.15

　オ　期末手当　・　勤勉手当

区　分 支給率計 (月分)
職制上の段階、職
務の級等による
加　算　措　置

支 給 期 別 支 給 率

６月 (月分) １２月 (月分)

国の制度

支給率等 47.709　月

（支給率等）

定年前早期退職特例措置
（2％～20％加算）

24.586875　月 33.27075　月 47.709　月 47.709　月
定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

47.709　月

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　分 最高限度 その他の加算措置等 備　　　考20年勤務の者 25年勤務の者 35年勤務の者



ク　特殊勤務手当

代表的な職種

行政職

給料総額に対する比率（％） - -

支給対象職員の比率（％）
（5年1月1日現在）

- -

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

区 分

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

同 じ

異 な る 交通用具使用者の距離区分及び支給額

区　　分 全職種

国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

同 じ

-
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　(1)　総　括  (単位：千円)

給　料 職員手当 計

(2)

0 3,232 788 4,020 785 4,805

(2)

0 3,164 662 3,826 663 4,489

(0)

0 68 126 194 122 316

区　分 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 計

本年度 136 0 652 788

前年度 136 0 526 662

比　較 0 0 126 126

　　＊備考　表中( )書の人数は、1週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職員の1週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員（外書き）

本年度

前年度

比　較

職員手当の内訳

給 与 費 明 細 書

区　　分 職員数(人) 合　　計 備　　考

　２　一　般　職　（会計年度任用職員）

給　　  与  　　費
法定福利費



（単位：千円）

令和５年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(令和6年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産

イ 土 地 226,803

(1) 有 形 固 定 資 産

ハ 構 築 物 9,097,944

ロ 建 物 504,383

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,236,051 4,861,893

減 価 償 却 累 計 額 △ 166,480 337,903

ホ 車 両 運 搬 具 5,385

ニ 機 械 及 び 装 置 2,224,985

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,935 1,450

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,214,564 1,010,421

ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 31,297

減 価 償 却 累 計 額 △ 29,297 2,000

イ 電 話 加 入 権 141

6,440,470

(2) 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 6,740,611

(3) 投 資

イ 投 資 有 価 証 券 300,000

投 資 合 計 300,000
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2 流 動 資 産

(2) 未 収 金 202,638

(1) 現 金 預 金 1,977,979

短 期 貸 付 金 貸 倒 引 当 金 0 0

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 4,966 197,672

(3) 貯 蔵 品 15,142

(4) 前 払 金 0

(5) 短 期 貸 付 金

(6) 前 払 費 用 0

未 収 収 益 貸 倒 引 当 金

(8) そ の 他 流 動 資 産 0

(7) 未 収 収 益 0

2,190,793

資 産 合 計 8,931,404

0

0 0

負 債 の 部

3 固 定 負 債

流 動 資 産 合 計

(2) 他 会 計 借 入 金 0

(3) 長 期 リ ー ス 債 務 0

(1) 企 業 債 804,765

(4) 短 期 リ ー ス 債 務 0

(2) 企 業 債 36,952

(3) 他 会 計 借 入 金 0

(6) 前 受 金 0

(5) 未 払 金 239,411

(7) 引 当 金 6,282

(9) そ の 他 流 動 負 債 0

流 動 負 債 合 計

(8) 預 り 金 6,378

289,023

(5) そ の 他 固 定 負 債 0

(4) 引 当 金 112,184

(1) 一 時 借 入 金 0

固 定 負 債 合 計 916,949

4 流 動 負 債



(1) 長 期 前 受 金 4,523,189

5 繰 延 収 益

2,039,586

負 債 合 計 3,245,558

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,483,603

資 本 の 部

6 資 本 金

繰 延 収 益 合 計

資 本 金 合 計 3,457,445

(1) 資 本 金 3,457,445

(1) 資 本 剰 余 金

7 剰 余 金

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

イ 減 債 積 立 金 113,360

資 本 剰 余 金 合 計 59,034

(2) 利 益 剰 余 金

ニ 当年度未処分利益剰余金 597,275

ロ 建 設 改 良 積 立 金 1,355,893

ハ 利 益 積 立 金 102,839

剰 余 金 合 計 2,228,401

利 益 剰 余 金 合 計 2,169,367

資 本 合 計 5,685,846

負 債 資 本 合 計 8,931,404
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（単位：千円）

令和４年度　筑後市水道事業予定損益計算書
(令和4年4月1日から令和5年3月31日まで)

1 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 742,724

(2) 受 託 工 事 収 益 625

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 4,098 747,447

2 営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 287,984

(2) 配 水 及 び 給 水 費 127,642

(3) 受 託 工 事 費 595

(4) 総 係 費 62,246

(5) 減 価 償 却 費 211,446

(6) 資 産 減 耗 費 10,001

(7) そ の 他 の 営 業 費 用 1 699,915

営 業 利 益 47,532

(2) 他 会 計 補 助 金 0

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 89,458

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,004

117,444

4 営 業 外 費 用

(4) 引 当 金 戻 入 益 400

(5) 雑 収 益 26,582

(1) 支 払 利 息 3,815

(2) 雑 支 出 1,000 4,815 112,629

経 常 利 益 160,161

5 特 別 利 益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 180

6 特 別 損 失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 754

(2) そ の 他 特 別 利 益 0 754

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 180 574

当 年 度 純 利 益 160,735

その他未処分利益剰余金変動額 394,253

当年度未処分利益剰余金 583,479

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 28,491



（単位：千円）

100,000

投 資 合 計 100,000

令和４年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(令和5年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産

イ 土 地 226,803

(1) 有 形 固 定 資 産

ハ 構 築 物 8,797,979

ロ 建 物 504,383

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,080,238 4,717,741

減 価 償 却 累 計 額 △ 131,114 373,269

ホ 車 両 運 搬 具 5,385

ニ 機 械 及 び 装 置 2,224,628

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,896 1,489

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,135,175 1,089,453

ト 建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 31,296

減 価 償 却 累 計 額 △ 29,007 2,289

イ 電 話 加 入 権 141

6,411,044

(2) 無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 6,511,185

(3) 投 資

イ 投 資 有 価 証 券
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2 流 動 資 産

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 4,966 206,018

(5) 短 期 貸 付 金 0

(2) 未 収 金 210,984

(1) 現 金 預 金 1,981,811

(3) 貯 蔵 品

(6) 前 払 費 用 0

(7) 未 収 収 益 0

未 収 収 益 貸 倒 引 当 金

2,191,355

資 産 合 計 8,702,540

0 0

(8) そ の 他 流 動 資 産 0

負 債 の 部

3 固 定 負 債

流 動 資 産 合 計

(2) 他 会 計 借 入 金 0

(1) 企 業 債 697,216

(5) そ の 他 固 定 負 債 0

固 定 負 債 合 計

(3) 長 期 リ ー ス 債 務 0

(4) 引 当 金 108,519

805,735

4 流 動 負 債

(2) 企 業 債 35,842

(1) 一 時 借 入 金 0

0

(8) 預 り 金 6,378

(6) 前 受 金 0

(7) 引 当 金 5,850

(4) 短 期 リ ー ス 債 務 0

(5) 未 払 金 142,980

(3) 他 会 計 借 入 金

191,050

(9) そ の 他 流 動 負 債 0

流 動 負 債 合 計

3,526

(4) 前 払 金 0

短 期 貸 付 金 貸 倒 引 当 金 0 0



5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 4,428,146

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,394,441

繰 延 収 益 合 計 2,033,705

負 債 合 計 3,030,490

(1) 資 本 金 3,457,445

資 本 の 部

6 資 本 金

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計 3,457,445

7 剰 余 金

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

イ 減 債 積 立 金 113,360

資 本 剰 余 金 合 計 59,034

(2) 利 益 剰 余 金

ニ 当年度未処分利益剰余金 583,479

ロ 建 設 改 良 積 立 金 1,355,893

ハ 利 益 積 立 金 102,839

剰 余 金 合 計 2,214,605

利 益 剰 余 金 合 計 2,155,571

資 本 合 計 5,672,050

負 債 資 本 合 計 8,702,540
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　Ⅰ．重要な会計方針
１　固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法

建物 定額法
その他 定額法

　　　　・主な耐用年数
建物 15年～60年
構築物 30年～40年
機械及び装置  8年～15年
車両運搬具  5年
器具及び備品  4年～ 8年

２　引当金の計上方法
　（１）賞与引当金及び法定福利費引当金

　（２）貸倒引当金

　（３）退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　注　記

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負
担に属する額（12月から3月までの4ヶ月分）を計上している。


